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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，可燃性ガス濃度制御系再結合装置が設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置は，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。

以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

 2.1 構造計画 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の構造計画を表 2－1に示す。 
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 2.2 評価方針 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定

した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す可燃性ガス濃

度制御系再結合装置の部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周

期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 

構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示

す。 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 可燃性ガス濃度制御系再結合装置の耐震評価フロー 

  

解析モデル設定 

設計用地震力 
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地震時における応力 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の構造強度評価

評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984 

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａｂｈ 基礎ボルトの軸断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣⅤ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｂｈ 基礎ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

（許容組合せ応力） 

MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ 据付面又は取付面から重心までの距離 mm 

１ 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 

２ 重心と基礎ボルト間の水平方向距離＊ mm 

ｍ 可燃性ガス濃度制御系再結合装置の質量 kg 

ｎ せん断力を受ける基礎ボルトの本数 ― 

ｎｆ 評価上引張力を受けるとして期待する基礎ボルトの本数 ― 

Ｑｂｈ 基礎ボルトに作用するせん断力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

π 円周率 ― 

σｂｈ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

τｂｈ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

注記＊：１≦２ 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ mm － －   整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入   有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

   降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

   での値とする。 

 

3. 評価部位 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づ

き，耐震評価上厳しくなる基礎ボルトについて実施する。可燃性ガス濃度制御系再結合装置の耐

震評価部位については，表 2－1の概略構造図に示す。 

 

4. 固有周期 

固有周期は，既工認から変更はなく「7. 参照図書」に示すとおり 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 可燃性ガス濃度制御系再結合装置の質量は重心に集中するものとする。 

(2) 地震力は，可燃性ガス濃度制御系再結合装置に対して，水平方向及び鉛直方向から作用す

るものとする。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値

和を適用する。 

(3) 可燃性ガス濃度制御系再結合装置全体の構造強度評価に対するブロワの運転による影響は

微小であるため，ブロワの振動は考慮しないものとする。 

(4) 転倒方向は図 5－1及び図 5－2における長辺方向及び短辺方向について検討し，計算書に

は計算結果の厳しい方（許容値／発生値の小さい方をいう。）を記載する。 

(5) 耐震計算に用いる値は公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置基礎ボルトの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設

計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－1に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基

づき表 5－2のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－3に示す。
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 5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期

(s) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 34.8＊1 
0.05以下 ＣＨ＝1.56＊2 ＣＶ＝1.31＊2 ＣＨ＝3.73＊3 ＣＶ＝2.32＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

 基礎ボルトの応力は地震による震度により作用するモーメントによって生じる引張力

とせん断力について計算する。 

 

  

転倒方向 

１ 

１ ２ 

(１≦２) 

転倒支点となる 

ボルト列 

引張を受ける 

ボルト列 

ｈ
 

転倒支点 ロ  

 

図 5－1 計算モデル（長辺方向転倒） 

Ａ Ａ 

Ａ～Ａ矢視図 

２ 
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２ １ 
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転倒支点 イ 

図 5－2 計算モデル（短辺方向転倒） 
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ボルト列 
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       (1) 引張応力 

基礎ボルトに対する引張力は最も厳しい条件として，図 5－1及び図 5－2に示すモデ

ルにより イ 点及び ロ 点を支点とする転倒を考え，これを片側の最外列の基礎ボルト

で受けるものとして計算する。 

 

引張力 

ＣＨ・ｍ・g・ｈ－(１－ＣＶ)・ｍ・g・２ 
ｎｆ・（１＋２） 

引張応力 

 

   σｂｈ＝     ･･････････････････････････････････････････････ (5.4.1.2) 

 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂｈは次式により求める。 

   Ａｂｈ ＝ 
π

4
・ｄ 2  ･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.3) 

ただし，Ｆｂｈが負のとき基礎ボルトには引張力が生じないので，引張応力の計算は行

わない。 

 

       (2) せん断応力 

基礎ボルトに対するせん断力は，基礎ボルト全本数で受けるものとして計算する。 

 

せん断力 

         Ｑｂｈ＝ＣＨ・ｍ・g  ･･･････････････････････････････････････ (5.4.1.4) 

 

せん断応力 

              Ｑｂｈ 

ｎ・Ａｂｈ 

 

Ｆｂｈ 

Ａｂｈ 

τｂｈ＝
 

Ｆｂｈ ＝   ･･･････････ (5.4.1.1) 

･･･････････････････････････････････････ (5.4.1.5) 
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 5.5 計算条件 

   5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

基礎ボルトの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【可燃性ガス濃度制御系再結合

装置の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

 5.6 応力の評価 

   5.6.1 基礎ボルトの応力評価 

5.4.1項で求めたボルトの引張応力σｂｈは次式より求めた許容組合せ応力ƒｔｓ以下であ

ること。ただし，ƒｔｏは表5－5による。 

    ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂｈ， ƒｔｏ ]  ･･･････････････････････ (5.6.1.1) 

せん断応力τｂｈは，せん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力ƒｓｂ以下であること。

ただし，ƒｓｂは表5－5による。 

表5－5 許容応力 

            

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ 

 Ｆ  

2
・1.5  

 Ｆ  

2
・1.5  

許容せん断応力 

ƒｓｂ 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  

 

6. 評価結果 

 6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

可燃性ガス濃度制御系再結合装置の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを

確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

  構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

7. 参照図書 

・建設時第 5回工事計画認可申請書（60資庁第 11431号 昭和 60年 9月 9日） 

Ⅳ-2-7-1-2「可燃性ガス濃度制御系再結合装置の耐震性についての計算書」 

 

＊  

＊  
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ガ
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濃
度
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系
再
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の
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震
性
に
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計
算
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果
】
 

1.
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計
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準
対
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施
設
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置
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EL
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1  
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下
 

Ｃ
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＊
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 Ｃ
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―
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＊
2：

設
計
用
震
度
Ⅱ
（
弾
性
設
計
用
地
震
動
Ｓ
ｄ
）
又
は
静
的
震
度
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＊
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(2) 可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-9
-4
-
5-
2-
2(
2)
 R
0 

22



  

 

目  次 

 

1. 概要  ····································································  1 

2. 一般事項  ································································  1 

2.1 構造計画  ······························································  1 

2.2 評価方針  ······························································  5 

2.3 適用規格・基準等  ······················································  6 

2.4 記号の説明  ····························································  7 

2.5 計算精度と数値の丸め方  ················································  9 

3. 評価部位  ································································  10 

4. 固有周期  ································································  11 

4.1 固有周期の計算方法  ····················································  11 

4.2 固有周期の計算条件  ····················································  12 

4.3 固有周期の計算結果  ····················································  12 

5. 構造強度評価  ····························································  13 

5.1 構造強度評価方法  ······················································  13 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 ···············································  14 

5.3 設計用地震力  ··························································  18 

5.4 計算方法  ······························································  18 

5.5 計算条件  ······························································  19 

5.6 応力の評価  ····························································  20 

6. 機能維持評価  ····························································  21 

6.1 基本方針  ······························································  21 

6.2 ブロワの動的機能維持評価 ···············································  22 

6.3 原動機の動的機能維持評価 ···············································  34 

7. 評価結果  ································································  41 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果  ·······································  41 

 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-9
-4
-
5-
2-
2(
2)
 R
0 

23



1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設計

方針に基づき，可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ（以下「ブロワ」という。）が設計用地震

力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを説明するものである。 

ブロワは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計基準対象施設

としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

なお，ブロワは，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の遠心直動型ファンであり，機能維

持評価において機能維持評価用加速度が機能確認済加速度を上回ることから，原子力発電所耐震

設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 平

成 3 年 6 月）（以下「ＪＥＡＧ４６０１」という。）に定められた評価部位の健全性を詳細評価す

ることで動的機能維持の確認を行う。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

ブロワの構造計画を表 2－1及び表 2－3に示す。 
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表
2－
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表
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表
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2.2 評価方針 

ブロワの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すブロワの部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで

実施する。また，ブロワの機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した動

的機器の機能維持の方針に基づき，地震時の応答加速度が動的機能確認済加速度以下であるこ

とを，「6. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「7. 評価

結果」に示す。 

ブロワの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 ブロワの耐震評価フロー 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期 

ブロワの構造強度評価 

計算モデルの設定 

機能維持評価用加速度 

ブロワの機能維持評価 
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ 

Ａｓ 

Ａｓｂ 

Ａｓｓ 

ＡＨＷ 

ＡＶＷ 

ＣＨ 

ＣＶ 

ＣＰ 

Ｅ 

Ｆ 

Ｆ 

ＦＣＢ 

ＦＨＢ 

ＦＨＷ 

ＦＶＢ 

ＦＶＷ 

ƒｂｃ 

ƒｗｓ 

Ｇ 

g 

ＨＰ 

ｈＣ 

ＩＨ 

Ｉｂ 

ＩＶ 

ｉ 

Ｌ 



Ｂ

ｋ

ｍＣ 

Ｎ 

ＰＢ 

Ｓｕ 

鉛直方向荷重を受ける支持構造物の断面積 

ブレースの断面積 

水平方向荷重を受ける支持構造物の有効せん断断面積 

ブレースの有効せん断断面積 

サポートプレートの有効せん断断面積

水平方向荷重を受ける溶接部の有効断面積 

鉛直方向荷重を受ける溶接部の有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

ブロワ振動による震度 

支持構造物の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 

ブレースに作用する圧縮力 

ブレースに作用する水平方向反力 

ベース取付溶接部に作用する水平方向せん断荷重 

ブレースに作用する鉛直方向反力 

ベース取付溶接部に作用する鉛直方向せん断荷重 

ブレースの許容圧縮応力 

ベース取付溶接部の許容せん断応力 

支持構造物のせん断弾性係数 

重力加速度（＝9.80665） 

予想最大両振幅 

ブロワ水平方向重心位置 

水平方向荷重を受ける支持構造物の断面二次モーメント 

ブレースの断面二次モーメント 

鉛直方向荷重を受ける支持構造物の断面二次モーメント 

座屈軸についての断面二次半径 

ブロワ中心高さ及び重心高さ 

ブロワベース長さ 

ブレース水平方向投影長さ 

ブレース長さ 

ブロワ質量 

回転数（原動機の同期回転数） 

ブレースに作用する水平方向荷重 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

― 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

μm 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

rpm 

N 

MPa 

＊  

7 

S2
 補

 Ⅵ
-2
-9
-4
-
5-
2-
2(
2)
 R
0 

30



記号 記号の説明 単位 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ) 

ＴＨ 

ＴＶ 

τＷ 

τＷ１ 

τＷ２ 

σｃ 

Λ 

λ 

ν 

π 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

水平方向固有周期 

鉛直方向固有周期 

ベース取付溶接部に作用する最大せん断応力 

ベース取付溶接部に作用する水平方向せん断応力 

ベース取付溶接部に作用する鉛直方向せん断応力 

ブレースに生じる圧縮応力 

圧縮材の限界細長比 

圧縮材の有効細長比 

設計・建設規格 SSB-3121.1(3)に定める値 

円周率 

MPa

MPa 

s 

s 

MPa

MPa 

MPa 

MPa 

― 

― 

― 

― 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－4に示すとおりである。 

表 2－4 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ mm ― ―  整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

断面二次モーメント mm4 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

     降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

 での値とする。 
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3. 評価部位

ブロワの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる

ブレース及びベース取付溶接部について実施する。ブロワの耐震評価部位については，表 2－1の

概略構造図に示す。 
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

ブロワの固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

a. ブロワの質量は重心に集中するものとする。

b. ブロワは溶接によりスキッドベースに固定されており，固定端とする。

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

d. ブロワは，図 4－1及び図 4－2に示す下端固定の１質点系振動モデルとして考える。

図 4－1 水平方向固有周期の計算モデル 

図 4－2 鉛直方向固有周期の計算モデル 

ｍＣ・g 

ｍＣ・g 

ｈＣ 
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(2) 水平方向固有周期

水平方向固有周期は次式で求める。

 ｍＣ   Ｌ３  Ｌ 

1000  3・Ｅ・ＩＨ    Ｇ・Ａｓ 

ここで，水平方向荷重を受ける支持構造物の断面二次モーメントは， 

ＩＨ＝ＩＶ＋２・Ｉｂ 

水平方向荷重を受ける支持構造物の有効せん断断面積は， 

Ａｓ＝Ａｓｓ＋２・Ａｓｂ 

(3) 鉛直方向固有周期

鉛直方向固有周期は次式で求める。

 ｍＣ    Ｌ・ｈＣ
２  Ｌ 

1000   Ｅ・ＩＶ    Ｅ・Ａ 

 4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【ブロワの耐震性についての計算結果】の

機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

表 4－1 固有周期     （単位：s） 

水平 

鉛直 

ＴＨ＝ 2・π・ ･････････ (4.1.1) ＋ ・ 

･･･････････････････････････････････････････ (4.1.2) 

ＴＶ＝ 2・π・ ････････ (4.1.4) ＋ ・ 

････････････････････････････････････････ (4.1.3) 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

 4.1項 a.～d.のほか，次の条件で評価する。 

(1) 地震力はブロワに対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。また，水平方向

及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，絶対値和を適用する。 

(2) ブレース

a. ブロワの質量は，2本のブレースに均等にかかるため，1本のブレースについて計算

  する。 

b. 荷重方向はブレースの応力が最も厳しい方向として図 5－1 の方向を計算する。

図 5－1 ブレースに作用する荷重 

(3) ベース取付溶接部

a. 荷重がベース取付溶接部に水平方向せん断荷重として作用する場合と，転倒モーメ

  ントによる鉛直方向せん断荷重として作用する場合について計算する。 

b. 転倒方向はベース取付溶接部に対する鉛直方向せん断荷重が最も厳しい方向として

  図 5－2の転倒支点を支点とする方向を計算する。 

ｈＣ 

ｍＣ・g 

ＦＣＢ 

ＦＶＢ 

ＦＨＢ 

ＰＢ

Ｂ
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図 5－2 ベース取付溶接部に作用する荷重 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ブロワの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－1に示す。 

5.2.2 許容応力 

ブロワの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－2 のとおりとす

る。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ブロワの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表

5－3に示す。

ｍＣ・g 

ｈＣ 
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表
5－

1 
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
状
態
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

施
設
区
分
 

機
器
名
称
 

耐
震
重
要
度
分
類
 

機
器
等
の
区
分
 

荷
重
の
組
合
せ
 

許
容
応
力
状
態
 

原
子
炉
格
納

施
設
 

放
射
性
物
質
濃

度
制
御
設
備
及

び
可
燃
性
ガ
ス

濃
度
制
御
設
備

並
び
に
格
納
容

器
再
循
環
設
備
 

可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
 

再
結
合
装
置
ブ
ロ
ワ
 

Ｓ
 

―
＊
 

 
Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｄ

* 
Ⅲ

Ａ
Ｓ
 

Ｄ
＋
Ｐ

Ｄ
＋
Ｍ

Ｄ
＋
Ｓ
ｓ
 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

注
記
＊
：
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
の
荷
重
の
組
合
せ
及
び
許
容
応
力
を
適
用
す
る
。
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表
5－

2
 
許
容
応
力
（
そ
の
他
の
支
持
構
造
物
）
 

許
容
応
力
状
態
 

許
容
限
界

＊
1，

＊
2 

（
ボ
ル
ト
等
以
外
）
 

一
次
応
力
 

せ
ん
断
 

圧
縮
 

Ⅲ
Ａ
Ｓ
 

1.
5
・
ｆ

ｓ
 

1
.
5・

ｆ
ｃ

 

Ⅳ
Ａ
Ｓ
 

1.
5
・
ｆ

ｓ
 

1
.
5・

ｆ
ｃ

 

注
記
＊
1：

応
力
の
組
合
せ
が
考
え
ら
れ
る
場
合
に
は
，
組
合
せ
応
力
に
対
し
て
も
評
価
を
行
う
。
 

＊
2：

当
該
の
応
力
が
生
じ
な
い
場
合
，
規
格
基
準
で
省
略
可
能
と
さ
れ
て
い
る
場
合
及
び
他
の
応
力
で
代
表
可
能
で
あ
る
場
合
は
評
価
を
省
略
す
る
。
 

 

 
 
 

＊ 

 

＊ 
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表
5－

3 
使
用
材
料
の
許
容
応
力
評
価
条
件
（
設
計
基
準
対
象
施
設
）
 

評
価
部
材
 

材
料
 

温
度
条
件
 

(℃
) 

Ｓ
ｙ
 

(M
P
a
) 

Ｓ
ｕ
 

(
M
P
a
) 

Ｓ
ｙ
(Ｒ

Ｔ
) 

(
M
P
a
) 

ブ
レ
ー
ス
 

SS
41

＊
 

（
厚
さ
≦
16
mm
）
 

最
高
使
用
温
度
 

17
1 

20
1 

3
7
3 

―
 

ベ
ー
ス
取
付
溶
接
部
 

SS
41

＊
 

（
厚
さ
≦
16
mm
）
 

最
高
使
用
温
度
 

17
1 

20
1 

3
7
3 

―
 

 
注
記
＊
：
SS
40
0
相
当
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－4に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－4 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

 EL 34.8＊1 
ＣＨ＝3.73＊2 ＣＶ＝2.32＊2 ＣＨ＝3.73＊3 ＣＶ＝2.32＊3 

 注記＊1：基準床レベルを示す。 

 ＊2：設計用震度Ⅱ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 

 ＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 ブレースの応力 

(1) 圧縮応力

ブレースに作用する水平方向反力は

ＦＨＢ＝ＰＢ＝
1

2
・(ＣＨ＋ＣＰ)・ｍ  ・  

ここで，ＣＰはブロワ振動による振幅及び原動機の同期回転数を考慮して定める値

である。 

ＣＰ＝

1
2・

ＨＰ

1000・(2・π・
Ｎ
60)

2

 ・1000

    ブレースに作用する鉛直方向反力は 

ＦＶＢ＝

1
2・(1＋ＣＶ＋ＣＰ)・ｍ  ・ ・ｈ  ＋

1
2・(ＣＨ＋ＣＰ)・ｍ  ・ ・Ｌ

Ｂ

 ブレースに作用する圧縮力は 

ＦＣＢ＝√ＦＨＢ
２
＋ＦＶＢ

２

 圧縮応力は 

 ＦＣＢ 

 Ａｂ

σｃ＝
 

･････････････････････ (5.4.1.1.1) 

･･････････････････････････ (5.4.1.1.2) 

g g 

･････････････････････････････････ (5.4.1.1.4) 

･･･････････････････････････････････････････ (5.4.1.1.5) 

･･････ (5.4.1.1.3) 

g 

g 

Ｃ Ｃ 

Ｃ 

Ｃ 

41
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5.4.1.2 ベース取付溶接部の応力 

(1) 水平方向せん断応力 

水平方向せん断荷重はベース取付溶接部に作用するものとして計算する。 

 

    水平方向せん断荷重 

                ＦＨＷ＝（ＣＨ＋ＣＰ)・ｍＣ・g 

    水平方向せん断応力 

             ＦＨＷ 

              ＡＨＷ 

 

(2) 鉛直方向せん断応力 

転倒方向はベース取付溶接部に対する鉛直方向せん断荷重が最も厳しい方向として

図 5－2の転倒支点を支点とする方向を計算する。 

 

鉛直方向せん断荷重 

ＦＶＷ＝
(ＣＶ＋ＣＰ－1)・ｍ  ・ ・ｈ  ＋(ＣＨ＋ＣＰ)・ｍ  ・ ・Ｌ


 

鉛直方向せん断応力 

             ＦＶＷ 

              ＡＶＷ 

 

(3) ベース取付溶接部の応力 

 τＷ＝Max[水平方向せん断応力（τＷ１），鉛直方向せん断応力（τＷ２）] 

 

 

5.5 計算条件 

  5.5.1 ブレースの応力計算条件 

ブレースの応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【ブロワの耐震性についての計算

結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

  5.5.2 ベース取付溶接部の応力計算条件 

ベース取付溶接部の応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【ブロワの耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

  

g g 

･････････････････････････････ (5.4.1.2.1) 

 
τＷ１＝

 

 

τＷ２＝
 

 

･････････････････････････････････････････ (5.4.1.2.2) 

 

･･････ (5.4.1.2.3) 

 ･･･････････････････････････････････････ (5.4.1.2.4) 

 

･･････ (5.4.1.2.5) 

 

Ｃ Ｃ Ｃ 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 ブレースの応力評価 

5.4項で求めたブレースの圧縮応力σｃは許容圧縮応力 ƒｂｃ以下であること。ただし， 

ƒｂｃは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度による荷重との組合せ 

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との 

組合せの場合 

許容圧縮応力 

ƒｂｃ 
{1 − 0.4・(

λ

Λ
)

２

}・
Ｆ

ν
・1.5 {1 − 0.4・(

λ

Λ
)

２

}・
Ｆ

ν
・1.5 

 

ここで，λは，圧縮材の有効細長比で，次の計算式による。 

          ｋ 

           ｉ 

Λは，圧縮材の限界細長比で，次の計算式による。 

Λ＝√
π

2
・Ｅ

0.6・Ｆ
 

   注：基準地震動Ｓｓ評価の場合は，ＦをＦ に置き換える。 

νは，次の計算式による。 

ν＝1.5＋
2

3
(
λ

Λ
)

2

 

 

5.6.2 ベース取付溶接部の応力評価 

5.4 項で求めたベース取付溶接部に作用するせん断応力τＷは許容せん断応力 ƒｗｓ以下

であること。ただし，ƒｗｓは下表による。 

 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は 

静的震度による荷重との組合せ 

の場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との 

組合せの場合 

許容せん断応力 

ƒｗｓ 

Ｆ

1.5・√3
・1.5 

Ｆ

1.5・√3
・1.5 

 

  

λ＝
 

 

･･････････････････････････････････････････････････ (5.6.1.1) 

 

･････････････････････････････････････････････ (5.6.1.2) 

 

･･･････････････････････････････････････････ (5.6.1.3) 

 
＊  

＊  

＊  

20 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-9
-4
-
5-
2-
2(
2)
 R
0 

43



 

 

6. 機能維持評価 

6.1 基本方針 

ブロワ及び原動機は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の遠心直動型ファン及び横形

ころがり軸受電動機であり，機能維持評価において機能維持評価用加速度が機能確認済加速度

を上回ることから，ＪＥＡＧ４６０１に定められた評価部位の健全性を詳細評価することで動

的機能維持の確認を行う。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，

絶対値和を適用する。 

詳細評価に用いる応答加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき，

基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 
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 6.2 ブロワの動的機能維持評価 

      ブロワは，地震後機能維持が要求される設備であるが，ブロワの動的機能維持評価は保守的 

に動作時の評価を実施する。 

 

   6.2.1 評価対象部位 

          ブロワは，横置型の原動機にインペラを直接取り付けた遠心式ブロワであり，ＪＥＡＧ

４６０１に示される遠心直動型ファンと同等の構造であるため，ＪＥＡＧ４６０１に記載

のファンの動的機能維持評価を基に，以下の部位について評価を実施する。 

a. 軸 

b. 軸受 

c. インペラとファンケーシング間のクリアランス 

d. ファンケーシング 

e. 軸シール 

f. 軸系架台 

g.  ファンケーシング固定ボルト 

h.  電動機固定ボルト 

i.  基礎ボルト 

このうち「a. 軸」及び「b. 軸受」については，「6.3 原動機の動的機能維持評価」

に含まれる。 

「d. ファンケーシング」は，キャン及びケーシングが該当するが，これらは十分な剛性

を有しており，地震時にはこれらの固定ボルトに最も荷重が作用することから，キャン及

びケーシングの評価は対象外とする。 

「e. 軸シール」及び「f. 軸系架台」は，ブロワの構成部材にはないため，評価対象外

とする。 

「i. 基礎ボルト」は，基礎ボルトに相当するブレース及びベース取付溶接部が「5. 構

造強度評価」に従い評価を行った「7. 評価結果」にて設計用地震力に対して十分な構造

強度を有していることを確認している。 

また，原動機の評価対象部位である端子箱はブロワのサポートプレートに取り付けられ

ているためブロワ側の評価対象部位としているが，端子箱は箱状の構造物で十分な剛性を

有しており，軽量であること，及び当該機器に掛かる荷重は原動機取付ボルトで代表され

ることから，評価対象外とする。 

以上より，本計算書においては，インペラとファンケーシング間のクリアランスに相当

する部位としてインペラとケーシング間のクリアランス，ファンケーシング固定ボルトに

相当する部材としてキャン取付ボルト及びケーシング取付ボルト，電動機固定ボルトに相

当する部材として原動機取付ボルト及びブラケット取付ボルトを評価対象部位とする。 
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  6.2.2 評価基準値 

原動機取付ボルト，ブラケット取付ボルト，キャン取付ボルト，ケーシング取付ボルト

の許容応力は，その他の支持構造物の許容応力状態ⅣＡＳに準拠し設定する。また，インペ

ラとケーシング間のクリアランスについては，変位可能寸法を評価基準値として設定する。 

評価基準値を表6－1に示す。

表6－1 評価基準値 

評価対象部位 材料 単位 評価基準値 

原動機取付ボルト 
引張  SS41＊ MPa 

せん断  SS41＊ MPa 

ブラケット取付ボルト 
引張  SS41＊ MPa 

せん断  SS41＊ MPa 

キャン取付ボルト
引張 MPa 

せん断 MPa 

ケーシング取付ボルト
引張 MPa 

せん断 MPa 

インペラとケーシング間の

クリアランス
― mm 

注記＊：SS400相当 
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   6.2.3 記号の説明 

ブロワの動的機能維持評価に使用する記号を表6－2に示す。 

表 6－2 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

 Ａｂｉ
＊ ボルトの断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＰ ブロワ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

Ｄｃｂ キャン取付ボルトのピッチ円直径 mm 

ＤｃＩ キャンの内径 mm 

Ｄｆｂ ケーシング取付ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｆｓ 軸の外径 mm 

Ｅｆｓ 軸の縦弾性係数 MPa 

 Ｆｂｉ
＊ ボルトに作用する引張力（1本当たり） N 

Ｆｂｐ 最高使用圧力により生じる引張力 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ｉ～ｈ２ｉ
＊ ボルトの位置を示す鉛直方向距離 mm 

ｈｆ１ インペラ中心からインペラでケーシングに最も近い位置ま mm 

での距離 

ｈｆ２ ケーシング中心からケーシングでインペラに最も近い位置 mm 

までの距離 

Ｉｆｓ 軸の断面二次モーメント mm4 

ｋθｒ 軸直角方向回転バネ剛性 N･mm/rad 

ｋθｔ 軸方向回転バネ剛性 N･mm/rad 

１ｉ～３ｉ
＊ ボルトの位置を示す水平方向距離 mm 

ｆｓ インペラ重心から負荷側軸受までの距離 mm 

ＭＰ ブロワの回転により作用するモーメント N･mm 

Ｎ 回転数（原動機の同期回転数） rpm 

ｎｂｉ ボルトの本数 ― 

ｎｆ１ｉ，ｎｆ２ｉ
＊ 評価上引張力を受けるとして期待するボルトの本数 ― 

Ｐ 原動機出力 kW 

Ｐ０ 最高使用圧力 MPa 
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記号 記号の説明 単位 

Ｑｂｉ
＊ ボルトに作用するせん断力 N 

Ｗ１１ 原動機の重量 kg 

Ｗ１２ ケーシングの重量 kg 

Ｗ１３ ブラケットの重量 kg 

Ｗ１４ インペラの重量 kg 

Ｗ１５ キャンの重量 kg 

Ｗ１６ 軸の質量 kg 

π 円周率 ― 

 σｂｉ
＊ ボルトに生じる引張応力 MPa 

 τｂｉ
＊ ボルトに生じるせん断応力 MPa 

β１ 軸のたわみ角 rad 

β２ ケーシングの軸方向の傾き角 rad 

β３ ケーシングの軸直角方向の傾き角 rad 

δ インペラとケーシングの合計変位量 mm 

δ１ 軸のたわみ量 mm 

δ２ 軸のたわみによるインペラの変位量 mm 

δ３ ケーシングの傾きによる軸方向の変位量 mm 

δ４ ケーシングの傾きによる軸直角方向の変位量 mm 

注記＊：Ａｂｉ，Ｆｂｉ，ｈ１ｉ～ｈ３ｉ，１ｉ～３ｉ，ｎｂｉ，ｎｆ１ｉ，ｎｆ２ｉ，Ｑｂｉ，σｂｉ及びτｂｉの

添字ｉの意味は，以下のとおりとする。 

    ｉ＝1：原動機取付ボルト 

    ｉ＝2：ブラケット取付ボルト 

    ｉ＝3：キャン取付ボルト 

    ｉ＝4：ケーシング取付ボルト 
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   6.2.4 評価方法 

(1) 原動機取付ボルト

図 6－1に示す計算モデルにて，原動機取付ボルトに生じる荷重を算出し，原動機取付ボ

ルトに生じる応力を求め，許容応力以下であることを確認する。

 

軸直角方向  軸方向 

図 6－1 原動機取付ボルトの計算モデル 

原動機取付ボルトに生じる引張応力σｂ１は次式で求める。 

σｂ１＝Ｆｂ１／Ａｂ１ ･･････････････････････････････････････････ (6.2.4.1) 

ここで，原動機取付ボルト 1本当たりに作用する引張力Ｆｂ１は 

軸直角方向 

    Ｆｂ１＝ 

･･････ (6.2.4.2) 

軸方向 

    Ｆｂ１＝ 

･･････ (6.2.4.3) 

ブロワの回転により作用するモーメントＭＰは 

ＭＰ＝  ・106・Ｐ  ･･･････････････････････････････ (6.2.4.4) 

原動機取付ボルトに生じるせん断応力τｂ１は次式で求める。 

τｂ１＝Ｑｂ１／（ｎｂ１・Ａｂ１） ･･･････････････････････････････ (6.2.4.5) 

ここで，原動機取付ボルトに生じるせん断力Ｑｂ１は 

Ｑｂ１＝（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１４）・g・（ＣＨ＋ＣＰ） ･･･････････････ (6.2.4.6) 

（  ） 
60 

2・π・Ｎ 

（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１４）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈ１１

＋（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１４）・g・（ＣＶ＋ＣＰ－1）・２１

ｎｆ２１・（１１＋２１） 

転倒方向 転倒方向 

転倒支点 

Ｆｂ１ 

ｈ
１
１

 

Ｆｂ１ 

Ｑｂ１ 

（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１４）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈ１１＋ＭＰ

＋（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１４）・g・（ＣＶ＋ＣＰ－1）・２１

ｎｆ１１・（１１＋２１） 

１１ ２１ ２１ １１

Ｑｂ１ 

ケーシング

原動機 

ＭＰ 

(1kW＝106N･mm/s) 
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(2) ブラケット取付ボルト

図 6－2に示す計算モデルにて，ブラケット取付ボルトに生じる荷重を算出し，ブラケッ

ト取付ボルトに生じる応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

図 6－2 ブラケット取付ボルトの計算モデル 

３２
１２ ２２

ｈ
１
２

 

ｈ
２
２

 

側面図（軸方向） 

原動機 ケーシング

ブラケット 
 １

２
 ２

２

３２

平面図（軸直角方向） 

ｈ
２
２

 

ｈ
１
２

 

転倒方向 

転倒方向 

Ｆｂ２ 

Ｆｂ２ 

Ｑｂ２ 

Ｑｂ２ 

ＭＰ 

転倒支点 

転倒支点 

ブラケット取付ボルト 

サポートプレート

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ矢視
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ブラケット取付ボルトに生じる引張応力σｂ２は次式で求める。 

σｂ２＝Ｆｂ２／Ａｂ２ ･･････････････････････････････････････････ (6.2.4.7) 

ここで，ブラケット取付ボルト 1本当たりに作用する引張力Ｆｂ２は 

軸直角方向 

Ｆｂ２＝ 

 ＋ 

･･････ (6.2.4.8) 

軸方向 

Ｆｂ２＝ 

･･････ (6.2.4.9) 

ブラケット取付ボルトに生じるせん断応力τｂ２は次式で求める。 

τｂ２＝Ｑｂ２／（ｎｂ２・Ａｂ２）  ･･････････････････････････････ (6.2.4.10) 

ここで，ブラケット取付ボルトに生じるせん断力Ｑｂ２は 

 Ｑｂ２＝（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１３＋Ｗ１４）・g

・（  ＣＨ
2＋（1＋ＣＶ）2＋ＣＰ）＋ 

･･････ (6.2.4.11) 

（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１３＋Ｗ１４）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・３２

ｎｆ１２・（１２＋２２） 

（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１３＋Ｗ１４）・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・３２

ｎｆ２２・ｈ１２ 

√ 

（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１３＋Ｗ１４）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈ２２

＋（Ｗ１１＋Ｗ１２＋Ｗ１３＋Ｗ１４）・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・３２ 

ｎｆ２２・ｈ１２ 

ＭＰ 

ｈ２２ 
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(3) キャン取付ボルト

図 6－3に示す計算モデルにて，キャン取付ボルトに生じる荷重を算出し，キャン取付

ボルトに生じる応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

図 6－3 キャン取付ボルトの計算モデル 

１３

１３

Ⅾ
ｃ
ｂ

 
Ⅾ

ｃ
ｂ

 

転倒方向 

Ｆｂ３ 

Ｆｂ３ 

転倒支点 

転倒支点 

側面図（軸方向） 

平面図（軸直角方向） 

キャン取付ボルト

Ｑｂ３ 

Ｑｂ３ 

キャン

転倒方向 

Ｐ０ 

サポートプレート

Ａ 

Ａ 

Ａ－Ａ矢視 
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     キャン取付ボルトに生じる引張応力σｂ３は次式で求める。 

σｂ３＝Ｆｂ３／Ａｂ３  ･････････････････････････････････････････ (6.2.4.12) 

     ここで，キャン取付ボルト 1本当たりに作用する引張力Ｆｂ３は 

      軸直角方向 

 

 

              Ｆｂ３＝ 

･･････ (6.2.4.13) 

      軸方向 

 

 
 

              Ｆｂ３＝ 

･･････ (6.2.4.14) 

     最高使用圧力により生じる引張力ＦｂＰは 

 

ＦｂＰ＝      ・(π／4・ＤｃＩ
2・Ｐ０・    )･･････････････ (6.2.4.15) 

 

     キャン取付ボルトに生じるせん断応力τｂ３は次式で求める。 

τｂ３＝Ｑｂ３／（ｎｂ３・Ａｂ３）  ･･････････････････････････････ (6.2.4.16) 

     ここで，キャン取付ボルトに生じるせん断力Ｑｂ３は 

Ｑｂ３＝Ｗ１６・g・（  ＣＨ
2＋（1＋ＣＶ）2＋ＣＰ）  ･･･････････････ (6.2.4.17) 

  

＋Ｗ１５・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・１３）＋ＦｂＰ 

ｎｆ１３ 

8 

3・Ｄｃｂ 
・（Ｗ１５・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・    

Ｄｃｂ 

2 

＋Ｗ１５・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・１３） 

ｎｆ１３ 

8 

3・Ｄｃｂ 
・（Ｗ１５・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・１３ 

√ 

8 

3・Ｄｃｂ 

Ｄｃｂ 

2 
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(4) ケーシング取付ボルト 

          図 6－4に示す計算モデルにて，ケーシング取付ボルトに生じる荷重を算出し，ケーシ 

ング取付ボルトに生じる応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－4 ケーシング取付ボルトの計算モデル 

 

     ケーシング取付ボルトに生じる引張応力σｂ４は次式で求める。 

σｂ４＝Ｆｂ４／Ａｂ４  ･････････････････････････････････････････ (6.2.4.18) 

     ここで，ケーシング取付ボルト 1本当たりに作用する引張力Ｆｂ４は 

      軸直角方向 
 

              Ｆｂ４＝                ＋ 
 

･･････ (6.2.4.19) 

      軸方向 
 
 

              Ｆｂ４＝ 

･･････ (6.2.4.20) 

     ケーシング取付ボルトに生じるせん断応力τｂ４は次式で求める。 

τｂ４＝Ｑｂ４／（ｎｂ４・Ａｂ４）  ･･････････････････････････････ (6.2.4.21) 

     ここで，ケーシング取付ボルトに作用するせん断力Ｑｂ４は 

 

Ｑｂ４＝Ｗ１２・g・（  ＣＨ
2＋（1＋ＣＶ）2＋ＣＰ）＋ＭＰ・     ･･･ (6.2.4.22)  

ｎｆ２４・ｈ１４ 

Ｗ１２・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・１４ 

ｎｆ１４・２４ 

Ｗ１２・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・１４ 

ｎｆ２４・ｈ１４ 

√ 

Ｗ１２・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・   ＋Ｗ１２・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）・１４ 

2 

Ｄｆｂ 

ｈ１４ 

2 

ｈ
１
４

 

２４ １４ 

１４ 

転倒方向 

転倒方向 

Ｆｂ４ 

Ｆｂ４ 

Ｑｂ４ 

Ｑｂ４ 

転倒支点 

転倒支点 

原動機 

側面図（軸方向） 

平面図（軸直角方向） 

ケーシング 

ＭＰ 

ケーシング取付ボルト 

ｈ
１
４

 
 ２

４
 

Ａ－Ａ矢視 

Ａ 

Ａ 
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(5) インペラとケーシング間のクリアランス 

     図 4－3 に示す計算モデルにて，軸及びケーシングに地震力が作用することにより生じ

る変位量を求め，変位可能寸法以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－3 インペラとケーシング間のクリアランスの計算モデル 

 

     インペラとケーシングの合計変位量δは次式で求める。 

δ＝δ１＋δ２＋  δ３
２＋δ４

２   ･･･････････････････････････････ (6.2.4.23) 

ここで，軸のたわみ量δ１は 
 

       δ１＝ 

･･････ (6.2.4.24) 

軸の断面二次モーメントⅠｆｓは 
 

Ⅰｆｓ＝            ･･････････････････････････････････････････ (6.2.4.25) 
 

     軸のたわみによるインペラの変位量δ２は 

δ２＝ｈｆ１・β１  ･･･････････････････････････････････････････ (6.2.4.26) 

     軸のたわみ角β１は 
 

       β１＝        ・（Ｗ１４＋Ｗ１６）・g・（  ＣＨ
2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ） 

･･････ (6.2.4.27) 

  

ｆｓ
2 

2・Ｅｆｓ・Ｉｆｓ 

（Ｗ１４＋Ｗ１６）・g・（  ＣＨ
2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ）・ｆｓ

3
 

3・Ｅｆｓ・Ｉｆｓ 

√ 

√ 

√ 

β１ 

ｆｓ 

ｈｆ１ 

軸系の変位 

β２, β３ 

ｋθｒ, ｋθｔ 

１４ 

ケーシングの変位 

π・Ｄｆｓ
4 

64 

32 

S2
 
補
 Ⅵ

-2
-9
-4
-
5-
2-
2(
2)
 R
0 

55



 

 

ケーシングの傾きによる変位量は 

 軸方向の変位量δ３ 

δ３＝ｈｆ２・β２  ･･･････････････････････････････････････････ (6.2.4.28) 

 軸直角方向の変位量δ４ 

δ４＝ｈｆ２・β３  ･･･････････････････････････････････････････ (6.2.4.29) 

     ケーシングの傾き角は 

      軸方向の傾き角β２ 
 

β２＝                        ･･････････ (6.2.4.30) 

 

      軸直角方向の傾き角β３ 

 

β３＝                        ･･････････ (6.2.4.31) 

 

Ｗ１２・g・（  ＣＨ
2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ）・１４ 

ｋθｒ 

Ｗ１２・g・（  ＣＨ
2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ）・１４ 

ｋθｔ 

√ 

√ 
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 6.3 原動機の動的機能維持評価 

  6.3.1 評価対象部位 

ＪＥＡＧ４６０１における原動機の動的機能維持評価に従い，以下の部位について評価

を実施する。 

a. 取付ボルト

b. 固定子

c. 軸（回転子）

d. 端子箱

e. 軸受

f. 固定子と回転子間のクリアランス

g. モータフレーム

h. 軸継手

このうち「a. 取付ボルト」及び「d. 端子箱」については，「6.2 ブロワの動的機能

維持評価」に含まれる。 

「h. 軸継手」は，原動機の構成部材にはないため，評価対象外とする。 

以上より，本計算書においては，固定子，軸（回転子），軸受，固定子と回転子間のクリ

アランス及びモータフレームを評価対象部位とする。

   6.3.2 評価基準値 

固定子及び軸（回転子）の許容応力は，その他の支持構造物の許容応力状態ⅢＡＳに準拠

し設定し，モータフレームの許容応力は，その他の支持構造物の許容応力状態ⅣＡＳに準

拠し設定する。また，軸受についてはメーカ規定の許容値を，固定子と回転子間のクリア

ランスについては，変位可能寸法を評価基準値として設定する。

評価基準値を表 6－3に示す。

表6－3 評価基準値 

評価対象部位 材料 単位 評価基準値 

固定子  SS41＊ MPa 

軸（回転子） MPa 

軸受 
負荷側 ― N 

反負荷側 ― N 

固定子と回転子間のクリアランス ― mm 

モータフレーム  SS41＊ MPa 

 注記＊：SS400相当 
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  6.3.3 記号の説明 

    可燃性ガス濃度制御系再結合装置ブロワ用原動機の動的機能維持評価に使用する記号 

  を表6－4に示す。 

表 6－4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＦ モータフレーム（脚部）の断面積 mm2 

ＡＳ 軸（回転子）の断面積 mm2 

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＰ ブロワ振動による震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ＤＳ 軸（回転子）の直径 mm 

ＥＳ 軸（回転子）の縦弾性係数 MPa 

ＦＢ１ 負荷側軸受に生じる静等価荷重 N 

ＦＢ２ 反負荷側軸受に生じる静等価荷重 N 

ＦＨ 水平方向（軸直角方向）地震力によりキーに生じるせん断力 N 

ＦＫ キーに生じるせん断力 N 

ＦＭ 原動機の回転によりキーに生じるせん断力 N 

ＦＲ 軸（回転子）に生じるラジアル荷重 N 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈＦ 原動機取付面から原動機重心までの高さ mm 

Ｉ 軸（回転子）の断面二次モーメント mm4 

ｂ モータフレームの脚部の長さ mm 

ｂ,Ｌ 軸受間の距離 mm 

ｈ１ モータフレームの脚部間の距離（内側） mm 

ｈ２ モータフレームの脚部間の距離（外側） mm 

ＬＫ キーと固定子の接触長さ mm 

ｒ,Ｃ 軸受間の距離の1/2 mm 

ＭＰ 原動機の回転により作用するモーメント N･mm 

ＱＢ 軸（回転子）に生じるスラスト荷重 N 

ｒ 固定子の半径 mm 

ｔＫ キーの厚さ mm 

Ｗ２１ 固定子の質量 kg 

Ｗ２２ 軸（回転子）の質量 kg 
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記号 記号の説明 単位 

Ｗ２３ インペラの質量 kg 

Ｗ２４ 原動機の質量 kg 

Ｗ２５ ケーシングの質量 kg 

Ｘ０１ 負荷側軸受の静ラジアル荷重係数 ― 

Ｘ０２ 反負荷側軸受の静ラジアル荷重係数 ― 

ｙ 軸（回転子）の変位量 mm 

Ｙ０１ 負荷側軸受の静アキシアル荷重係数 ― 

Ｙ０２ 反負荷側軸受の静アキシアル荷重係数 ― 

ＺＦ モータフレーム（脚部）の断面係数 mm3 

ＺＰ 軸（回転子）の極断面係数 mm3 

ＺＳ 軸（回転子）の断面係数 mm3 

π 円周率 ― 

σｂ 軸（回転子）に生じる引張応力及び曲げ応力 MPa 

σＦ モータフレームに生じる組合せ応力 MPa 

σＦ１ モータフレームに生じる曲げ応力 MPa 

σＦ２ モータフレームに生じる圧縮応力 MPa 

σＦ３ 原動機回転により作用するモーメントによる圧縮応力 MPa 

σＳ 軸（回転子）に生じる組合せ応力 MPa 

τＫ キーに生じるせん断応力 MPa 

τＦ モータフレームに生じるせん断応力 MPa 

τｔ 軸（回転子）に生じるねじり応力 MPa 
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   6.3.4 評価方法 

     (1) 固定子 

図 6－5に示す計算モデルにて，キーに生じるせん断力を算出し，キーに生じるせん断応

力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－5 固定子の計算モデル 

 

     キーに生じるせん断応力τＫは次式で求める。 

τＫ＝ＦＫ／（ｔＫ・ＬＫ）  ････････････････････････････････････ (6.3.4.1) 

     ここで，キーに生じるせん断力ＦＫは 

ＦＫ＝ＦＨ＋ＦＭ  ･････････････････････････････････････････････ (6.3.4.2) 

     水平方向（軸直角方向）地震力によりキーに生じるせん断力ＦＨは 

ＦＨ＝Ｗ２１・g・（ＣＨ＋ＣＰ） ･･････････････････････････････････ (6.3.4.3) 

     原動機の回転によりキーに生じるせん断力ＦＭは 

ＦＭ＝ＭＰ／ｒ  ･･･････････････････････････････････････････････ (6.3.4.4) 

  

モータフレーム 

固定子 

キー 
ＦＫ 

ｒ 
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     (2) 軸（回転子） 

          図 6－6 に示す計算モデルにて，軸に生じる荷重とモーメントから軸に生じる応力を算

出し，軸に生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－6 軸（回転子）の計算モデル 

 

     軸（回転子）に生じる組合せ応力σＳは次式で求める。 

σＳ＝ σｂ
2＋3・τｔ

2  ････････････････････････････････････････ (6.3.4.5) 

     ここで，軸（回転子）に生じる引張応力及び曲げ応力σｂは 

 

σｂ＝            ・ＦＲ＋     ･････････････････････ (6.3.4.6) 

 

     軸（回転子）に生じるねじり応力τｔは 

 

τｔ＝     ･････････････････････････････････････････････････ (6.3.4.7) 

 

     軸（回転子）の断面係数ＺＳは 

 

ＺＳ＝            ････････････････････････････････････････････ (6.3.4.8) 
 

     軸（回転子）の極断面係数ＺＰは 

 

ＺＰ＝            ････････････････････････････････････････････ (6.3.4.9) 

 

     軸（回転子）に生じる荷重は 

      ラジアル荷重ＦＲ 

ＦＲ＝（Ｗ２２＋Ｗ２３）・g・（ ＣＨ
2＋（ＣＶ＋1）2＋ＣＰ）  ･･･････ (6.3.4.10) 

      スラスト荷重ＱＢ 

ＱＢ＝（Ｗ２２＋Ｗ２３）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）  ･･････････････････････ (6.3.4.11) 

  

ＭＰ 

ｂ,Ｌ 

ｒ,Ｃ 

ＦＲ 

ＱＢ 

負荷側軸受 反負荷側軸受 

ＱＢ 

ＡＳ 

（ｂ,Ｌ－ｒ,Ｃ）・ｒ,Ｃ 

ＺＳ・ｂ,Ｌ 

ＭＰ 

ＺＰ 

π・ＤＳ
3 
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     (3) 軸受 

          図 6－7 に示す計算モデルにて，地震力が加わる場合に発生する全荷重を軸受が受ける

ものとし，軸受に生じる静等価荷重を求め，メーカ規定の許容値以下であることを確認す

る。 

 

 

 

 

図 6－7 軸受の計算モデル 

 

軸受に生じる静等価荷重は次式で求める。 

負荷側軸受に生じる静等価荷重ＦＢ１ 

ＦＢ１＝max（Ｘ０１・ＦＲ＋Ｙ０１・ＱＢ，ＦＲ）  ･･････････････････ (6.3.4.12) 

反負荷側軸受に生じる静等価荷重ＦＢ２ 

ＦＢ２＝max（Ｘ０２・ＦＲ＋Ｙ０２・ＱＢ，ＦＲ）  ･･････････････････ (6.3.4.13) 

 

     (4) 固定子と回転子間のクリアランス 

          図 6－8に示す計算モデルにて，軸（回転子）に生じる変位量を求め，変位可能寸法以下

であることを確認する。 

 

 

 

 

 

 

図 6－8 固定子と回転子間のクリアランスの計算モデル 

 

     軸（回転子）の変位量ｙは次式で求める。 
 

ｙ＝                   ･･････････････････････ (6.3.4.14) 

 

     ここで，軸（回転子）の断面二次モーメントＩは  

 

       Ｉ＝            ････････････････････････････････････････････ (6.3.4.15) 
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     (6) モータフレーム 

          図6－9に示す計算モデルにて，モータフレームに生じる応力を算出し，モータフレーム

に生じる組合せ応力を求め，許容応力以下であることを確認する。なお，モータフレーム

の評価は，構造上厳しくなる軸直角方向について評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6－9 モータフレームの計算モデル 

 

     モータフレームに生じる組合せ応力σＦは次式で求める。 

σＦ＝ （σＦ１＋σＦ２＋σＦ３）2＋3・τＦ
2  ････････････････････ (6.3.4.16) 

     ここで，水平方向（軸直角方向）地震力によりモータフレームに生じる曲げ応力σＦ１は 

σＦ１＝（Ｗ２３＋Ｗ２４＋Ｗ２５）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）・ｈＦ／ＺＦ  ･･････ (6.3.4.17) 

     鉛直方向地震力によりモータフレームに生じる圧縮応力σＦ２は 

σＦ２＝（Ｗ２３＋Ｗ２４＋Ｗ２５）・g・（1＋ＣＶ＋ＣＰ）／ＡＦ  ･･･････ (6.3.4.18) 

     原動機回転により作用するモーメントによる圧縮応力σＦ３は 

σＦ３＝ＭＰ／ＺＦ  ････････････････････････････････････････････ (6.3.4.19) 

     水平方向（軸直角方向）地震力によりモータフレームに生じるせん断応力τＦは 

τＦ＝（Ｗ２３＋Ｗ２４＋Ｗ２５）・g・（ＣＨ＋ＣＰ）／ＡＦ  ･･･････････ (6.3.4.20) 

     フレームの断面係数ＺＦは 
 

ＺＦ＝   ・                ････････････････････････････ (6.3.4.21) 
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7. 評価結果 

7.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ブロワの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できることを確認した。 

 

      (1) 構造強度評価結果 

           構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

      (2) 機能維持評価結果 

           動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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1
.0
 

注
記
＊
：
設
計
用
震
度
Ⅱ
（
基
準
地
震
動
Ｓ
ｓ
）
を
上
回
る
設
計
震
度
に
よ
り
定
ま
る
加
速
度
 

ブ
ロ
ワ
は
，
鉛
直
方
向
の
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
が
機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
る
た
め
，

1.
6.
2 

ブ
ロ
ワ
の
動
的
機
能
維
持
評
価
で
評
価
す
る
。
 

原
動
機
は
，
鉛
直
方
向
の
機
能
維
持
評
価
用
加
速
度
が
機
能
確
認
済
加
速
度
を
超
え
る
た
め
，

1.
6.
3 

原
動
機
の
動
的
機
能
維
持
評
価
で
評
価
す
る
。
 

 1
.6
.
2 

ブ
ロ
ワ
の
動
的
機
能
維
持
評
価
 

 1
.
6.
2
.1
 
代
表
評
価
項
目
の
評
価

 
 ブ

レ
ー
ス
，
ベ
ー
ス
取
付
溶
接
部
に
つ
い
て
は
，
構
造
強
度
評
価
に
お
い
て
設
計
用
地
震
力
に
対
し
て
十
分
な
強
度
を
有
し
て
い
る
た
め
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 1
.
6.
2
.2
 
上
記
以
外
の
基
本
評
価
項
目
の
評
価
 

 
1.
6
.2
.
2.
1 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト

 
 （

単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
 

引
張
 

3
3 

せ
ん
断
 

1
2 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 
1.
6
.2
.
2.
2 

ブ
ラ
ケ
ッ
ト
取
付
ボ
ル
ト

 
 （

単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

ブ
ラ
ケ
ッ
ト
取
付
 

ボ
ル
ト
 

引
張
 

7
3 

せ
ん
断
 

7 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 
1.
6
.2
.
2.
3 

キ
ャ
ン
取
付
ボ
ル
ト

 
 （

単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

キ
ャ
ン
取
付
ボ
ル
ト

引
張
 

1
9 

せ
ん
断
 

2 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

ブ
ロ
ワ
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S2
 
補
 Ⅵ

-2
-9
-4
-5
-2
-2
(2
) 
R0

 

 
1.
6
.2
.
2.
4 

ケ
ー
シ
ン
グ
取
付
ボ
ル
ト

 
 （

単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

応
力
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

ケ
ー
シ
ン
グ
取
付

ボ
ル
ト

引
張
 

2
8 

せ
ん
断
 

6 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 
1.
6
.2
.
2.
5 

ケ
ー
シ
ン
グ
と
イ
ン
ペ
ラ
間
の
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
の
評
価
 

 （
単
位
：

mm
）

 

評
価
部
位
 

変
位
量
 

許
容
変
位
量
 

ケ
ー
シ
ン
グ
と
イ
ン
ペ
ラ
間
の

ク
リ
ア
ラ
ン
ス

1
.1
8 

す
べ
て
許
容
変
位
量
以
下
で
あ
る
。
 

 1
.6
.
3 

原
動
機
の
動
的
機
能
維
持
評
価
 

 1
.
6.
3
.1
 
代
表
評
価
項
目
の
評
価

 

 原
動
機
取
付
ボ
ル
ト
に
つ
い
て
は
，
ブ
ロ
ワ
の
動
的
機
能
維
持
評
価
に
て
確
認
し
て
い
る
た
め
，
計
算
は
省
略
す
る
。
 

 1
.
6.
3
.2
 
上
記
以
外
の
基
本
評
価
項
目
の
評
価
 

 
1.
6
.3
.
2.
1 

固
定
子
の
評
価
 

 （
単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

固
定
子
 

2 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

 
1.
6
.3
.
2.
2 

軸
（
回
転
子
）
の
評
価

 
 （

単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

軸
（
回
転
子
）
 

2
1 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

  
 
1.
6
.3
.
2.
3 

軸
受
の
評
価

 
  
（
単
位
：
N）

 

評
価
部
位
 

算
出
荷
重
 

許
容
荷
重
 

負
荷
側
軸
受
 

3
.4
5
9×

10
3  

反
負
荷
側
軸
受
 

3
.4
5
9×

10
3  

す
べ
て
許
容
荷
重
以
下
で
あ
る
。
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S2
 
補
 Ⅵ

-2
-9
-4
-5
-2
-2
(2
) 
R0

 

 
1.
6
.3
.
2.
4 

固
定
子
と
回
転
子
間
の
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
の
評
価

 
 （

単
位
：

mm
）

 

評
価
部
位
 

変
位
量
 

許
容
変
位
量
 

固
定
子
と
回
転
子
間
の
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
 

0
.0
7 

す
べ
て
許
容
変
位
量
以
下
で
あ
る
。
 

 
1.
6
.3
.
2.
5 

モ
ー
タ
フ
レ
ー
ム
の
評
価
 

  
（
単
位
：
MP
a）

 

評
価
部
位
 

算
出
応
力
 

許
容
応
力
 

モ
ー
タ
フ
レ
ー
ム

8 

す
べ
て
許
容
応
力
以
下
で
あ
る
。
 

49 

E 

72




